
○７月においては、運送収入が70％以上減少する事業者は全体の84％、車両の実働率は約12％と、依然極めて厳しい状況が継続。
○８月も、84％の事業者が70%以上の運送収入の減少を見込む等、引き続き厳しい状況が続く見通し。
〇支援制度については、資金繰り支援を84％の事業者が活用しており、約７割の事業者が給付済み（先月の調査時点では、76%が活
用、約６割が給付済み）。雇用調整助成金を95%の事業者が活用しており、66％の事業者が給付済み（先月の調査時点では、92％
が活用、54％が給付済み）。

【雇用調整助成金】

○支援の活用状況

【資金繰り支援】

（政府系・民間金融機関による融資、持続化給付金等）
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※調査方法：日本バス協会加盟貸切バス事業者（79者）に対して協会よりアンケート調査を実施

45.9
42.9 43.1

57.0 55.9
49.4

42.0

51.7

40.5

10.2 11.6
5.7

8.7
12.1 10.6

25.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月 8月 9月

2%

2%

2%

2%

4%

45%

2%

2%

2%

3%

16%

3%

2%

2%

10%

2%

2%

6%

14%

19%

3%

3%

2%

39%

10%

10%

7%

10%

3%

13%

14%

34%

84%

84%

90%

87%

92%

77%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9月

8月

7月

6月

5月

4月

3月

2月

■ 2019年
■ 2020年

影響なし 10%～20％程度減少

30%～50％程度減少

70%以上減少

0%～10％程度減少

20%～30％程度減少

50%～70％程度減少

○ 運送収入 （前年同月比） （８・９月は見込み）

貸切バス業界全体の１ヶ月あたり運送収入減少額（想定）

⇒前年の収入約４８０億円のうち、約９割の約４３０億円が減少

（業界全体の売上金額と、７月の減少率から推計）
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○実働率（％） （８・９月は見込み）
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新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響調査 （貸切バス）
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